
原⼦⼒の持続的活⽤のために

原⼦⼒発電環境整備機構

⼭⼝ 彰
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2024年度わかりやすく学ぶエネルギースクール第3回



エネルギー予測と現実データからわかること

2C. Marchetti, Primary Energy Substitution Models: On the Interaction between Energy and Society, 
TECHNOLOGICAL FORECASTING AND SOCIAL CHANGE 10,345-356 (1977)にデータを追加、加筆
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エネルギー選択の分岐点︓ S＋３Eから政策遅滞

豊かな暮らしと
経済成長

エネルギー危機
オイルショック

地球温暖化防止
CO2排出の制約

電力供給危機
安全の価値

S&3Eを実現する
エネルギーシステム

第⼀の選択
(1960’s)
国内⽯炭から輸
⼊⽯油へ

エネルギー⾃給
率の低下
58%→15%

第⼆の選択
(1970’s)
輸⼊⽯油依存か
らの脱却

電気料⾦の⾼騰
（10年）
100 → 203

第三の選択
(1990~)
エネルギーの環
境適合性

京都議定書
再⽣可能エネル
ギｰと原⼦⼒

第四の選択
(2011~)
エネルギーの信
頼性と安全性

東⽇本⼤震災
福島第⼀事故
⼤規模停電

第五の選択
(2030~)
野⼼的⽬標への
挑戦

パリ協定(2016)
技術と制度のイ
ノベーション

1960’s 1970’s 1990 2011 2030     2050

3

エネルギー需給構造の転換の実現、産業構造・社会構造を変⾰
将来世代を含む全ての国⺠が希望を持って暮らせる社会を実現

Economical Efficiency

Energy Security

Environment

Safety

潤沢、低廉、安定 気候変動 安全と信頼 政策遅滞
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Age of Reactor (Year)

Operational (14) 12.1GWe
Licensed (5) 3.8GWe
Suspended Operation (16) 16.0GWe
Permanent Shutdown (21) 15.9GWe
Under Construction (2)

原⼦⼒発電所の稼働・廃炉状況
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運転可能（P12、B2）と許認可済（B3） 17 17.1 GWe
未申請／審査中（P4､B12) 16 16.0 GWe
廃止措置原子炉（PWR8、BWR13） 21 15.9 GWe

Source: IAEA, PRIS, Power Reactor Information Systemのデータをもとに作成

発
電
設
備
容
量
（
M

W
e）

原子炉の年齢

2025年2月時点

2F 4基、1F 1基
大飯 2基

1F 4基

敦賀 1基、美浜 2基

伊方 2基、玄海 2基
1F 1基
島根 1基、女川 1基

33.1 GWe



原⼦⼒発電設備容量の⾒通しと次世代炉建設
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 GX推進戦略（昨年7⽉閣議決定）では、「原⼦⼒の安全性向上を⽬指し、新たな安全メカニ
ズムを組み込んだ次世代⾰新炉の開発・建設に取り組む」、「地域の理解確保を⼤前提に、廃
炉を決定した原発の敷地内での次世代⾰新炉への建て替え」を対象として、具体化を進めてい
くとされている。

②次世代⾰新炉の開発・建設

（年度）

設備容量（万kW) 現在

2040年度末までに60年到達
（⾼浜①②、美浜③、東海第⼆ の合計値）

2050年度末までに60年到達
（＋川内①②、⾼浜③④、敦賀②、泊①、

柏崎刈⽻①②⑤、浜岡③、島根② の合計値）

建設リードタイム

②
次世代⾰新炉の開発・建設

358万kW

【前提】
※１︓年度途中で運転開始／廃⽌を迎えるプラントは按分してkWを算出。
※２︓60年運転の認可済である原⼦炉は、8基（⾼浜1,2,3,4、美浜3、東海第⼆、川内1,2）として計上。
※３︓建設中3基（⼤間、島根3、東電東通）は、運転開始時期未定のため、2030/4/1に設備容量に計上。
※４︓なお、下図は、GX脱炭素電源法に基づく運転期間の取扱い（電気事業法︓事業者から⾒て他律的な

要素によって停⽌していた期間に限り、「60年」の運転期間のカウント除外を認める）は勘案されていない。

2050年2040年

1406万kW

40年運転
60年運転（許可済）※2

稼働炉

60年運転（仮定）

2024.6.25 第39回
原⼦⼒⼩委員会 資料１

79

次世代⾰新炉の新
規建設(36GW/30y)

次期軽水炉の運転期間（60年）

出典：第43回 総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 原子力小委員会 資料1に加筆



n エネルギー政策と原⼦⼒政策
n 再⽣可能エネルギーか原⼦⼒かといった⼆項対⽴的な議論ではなく、再⽣可能
エネルギーと原⼦⼒をともに最⼤限活⽤していくことが極めて重要となる

n 東京電⼒福島第⼀原⼦⼒発電所事故への真摯な反省は、決して忘れてはならな
い原⼦⼒政策の原点である

n 原⼦⼒についての基本的考え⽅
n ＤＸやＧＸの進展等により増加が⾒込まれる電⼒需要、特に製造業のＧＸ、定
格稼働するデータセンターや半導体⼯場等の新たな需要のニーズに、原⼦⼒と
いう電源の持つ特性は合致することも踏まえ、国⺠からの信頼確保に努め、安
全性の確保を⼤前提に、必要な規模を持続的に活⽤していく

第7次エネルギー基本計画︓原⼦⼒政策の原点
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GXと電源と原⼦⼒＝経済・社会構造の転換

7

GX基本⽅針

GX推進法

GX電源法

原⼦⼒⾏動指針



n 原⼦⼒開発利⽤の⾏動指針
n 第35回原⼦⼒⼩委員会（2022年12⽉8⽇）を取りまとめ

n GX実現に向けた基本⽅針（GX基本⽅針） （2023年2⽉10⽇）

n 脱炭素成⻑型経済構造への円滑な移⾏の推進に関する法律（GX推進法）（2023年2⽉10⽇）
n 第211回通常国会で成⽴（2023年5⽉19⽇公布）

n 脱炭素社会の実現に向けた電気供給体制の確⽴を図るための電気事業法等の⼀部を改正する法律
（GX電源法）（2023年2⽉28⽇）
n 第211回通常国会で成⽴（2023年6⽉7⽇公布）

n 「今後の原⼦⼒政策の⽅向性と⾏動指針」（2023年4⽉28⽇）

n 「特定放射性廃棄物の最終処分に関する基本⽅針」（2023年4⽉28⽇）

GX基本⽅針から原⼦⼒⾏動指針へ
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n 原⼦⼒についての今後の課題と対応
n 原⼦⼒政策の出発点 -東京電⼒福島第⼀原⼦⼒発電所事故の教訓を踏まえた、不断の安全性追求 
n ⽴地地域との共⽣・国⺠各層とのコミュニケーション
n バックエンドプロセスの加速化 

n 使⽤済燃料の再処理をはじめとする核燃料サイクル、円滑かつ着実な廃炉、⾼レベル放射性廃棄物の最終処分といったバッ
クエンドへの対応はいずれも原⼦⼒を⻑期22 的に利⽤していくにあたって重要な課題である。 

n 既設炉の最⼤限活⽤ 
n 次世代⾰新炉の開発・設置
n 持続的な活⽤への環境整備、サプライチェーン・⼈材の維持・強化
n 国際的な共通課題の解決への貢献 

n カーボンニュートラル実現に向けた原⼦⼒イノベーション 
n 次世代⾰新炉については、安全性向上はもとより、脱炭素の電⼒供給に留まらず、分散エネルギー供給、
廃棄物の減容化・有害度低減、カーボンフリーな⽔素・熱供給など、炉型ごとに特徴を有しており、実⽤
化に向けて取組を進めていく。

n 炉型ごとの⽤途や開発段階の相違、社会のニーズ等の要素も考慮して、研究開発、技術実装の円滑化、規
制当局との共通理解の醸成・改善への協働等について、国際連携も活⽤しつつ、産学官で進めていく。

第7次エネルギー基本計画︓原⼦⼒のポイント
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世界的な原⼦⼒回帰によりウラン価格が上昇

10https://www.ft.com/content/de05a4a2-2458-4450-99c2-9dd0e079e9cd
ファイナンシャル・タイムズ、2023年9月15日

福島第一原子力発
電所事故（73$/lb）

エネルギーセキュリティとクリーンエネ
ルギーの追求が衝突（カメコ社CFO）

日本とドイツが
多数基を廃炉

2040年には現在生産量
を倍増する必要（WNA）

2025年には200$/ｌｂ
を超える可能性

（65.50$/lb）

• 2024年1月から2月
は106 $/lb

• 現在は80 $/lb程度
の水準



原⼦⼒再興への道筋
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福島第⼀事故 規制の厳格化 産業界改⾰ 安全向上

事業停滞

事業進展

コスト増 早期稼働 事業環境悪化

将来展望不透明 サプライチェー
ンの劣化

リーダーシップ
⽋如

原⼦⼒の価値の
不認識

新規投資困難

⼈材の不⾜

国⺠理解低下偏向した規制⾮合理な事業リ
スク顕在化任意的な要求

稼働遅延

⾃主的安全向上
意識の⽋如

事業環境の整備

事業予見性改善

規制改革への動き産業界の自主規制 アウトリーチ活動

戦略的人材育成

産業界の意識改革

規制の監視体制

安全の正当な評価

原
⼦
⼒
イ
ノ
ベ
'
シ
)
ン

原子力長期展望



核燃料サイクル（オープンとクローズ）

12資源エネルギー庁、核燃料サイクルのことをもっとしろう、に筆者が加筆
https://www.enecho.meti.go.jp/category/electricity_and_gas/nuclear/001/pamph/manga_denki/html/009/



オープンサイクルとクローズドサイクルの諸量⽐較
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濃縮ウラン
154kg

天然ウラン
1 ton

U235: 3.7kg
Pu239: 1.5kg

1.7GWd

U235: 0.6kg
Pu239: 1.9kg

0.8GWd

Pu: 84kg 32GWd

Pu: 418kg 190GWd

ワンススルー

プルサーマル（１サイクル）

高速炉（3サイクル）

高速炉無限回サイクル

使用済燃料 154kg
ウラン系廃棄物 846kg

高レベル廃棄物 9kg
U-Pu系廃棄物 991kg

高レベル廃棄物 98kg
U-Pu系廃棄物 902kg

高レベル廃棄物 582kg
U-Pu系廃棄物 418kg

発電量燃焼量

原子力委員会資料を基に筆者が作成
http://www.aec.go.jp/jicst/NC/senmon/old/koso/siryo/koso07/siryo03.htm

112

18.8

1.5

1

資源利用効率



ワンススルーの核物質収⽀

14資源エネルギー庁、核燃料サイクルのことをもっとしろう、に筆者が加筆
https://www.enecho.meti.go.jp/category/electricity_and_gas/nuclear/001/pamph/manga_denki/html/009/

8000 ton

劣化ウラン
7000 ton

使用済燃料
1000 ton

酸化ウラン燃料
1000 ton

酸化ウラン
1000 ton



核燃料サイクル（プルサーマル）の核物質収⽀

15資源エネルギー庁、核燃料サイクルのことをもっとしろう、に筆者が加筆
https://www.enecho.meti.go.jp/category/electricity_and_gas/nuclear/001/pamph/manga_denki/html/009/

８０００ ton

劣化ウラン
690 ton

使用済燃料
1000 ton

MOX燃料
120 ton

Pu 10 ton

回収ウラン 940 tonHLW 50 ton

ウラン
110 ton

リサイクルU燃料 140 ton

使用済リサイクルU燃料
140 ton

使用済MOX燃料
120 ton 劣化ウラン

7000 ton

酸化ウラン燃料 1000 ton
リサイクルU 140 ton
酸化ウラン 1000 ton



閉じた核燃料サイクルの核物質収⽀

16資源エネルギー庁、核燃料サイクルのことをもっとしろう、に筆者が加筆
https://www.enecho.meti.go.jp/category/electricity_and_gas/nuclear/001/pamph/manga_denki/html/009/

MOX燃料
450 ton

HLWとMA 50 ton

劣化ウランPu 80 ton

U 320 ton



３S＋E︓Safety, Security, Sustainability & Economics

17

Security

Sustainability

Safety

n Economic Efficiency
n 産業競争⼒の維持・強化
n システム全体の柔軟性（オプション多様性）
n 規制改⾰

エネルギー全体の
経済効率性の確保

あらゆる前提としての
安全性の確保 安定供給の確保と強靭化

環境適合性の確保

n Safety
n 安全性を最優先し国⺠の不安解消
n あらゆるエネルギーに共通
n 安全確保への不断の取り組み

n Security
n 資源の⾃給・⾃律
n 技術・サプライチェーン全体
n 危機時にも適切に機能する強靱性
n オプション多様性

n Sustainability
n 気候変動に対応（オプション多様性）
n 周辺環境との調和や地域との共⽣
n 廃棄物の処理・処分



イノベーション︓技術プッシュと市場プルの間
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エネルギー政策
安全規制
原子力関連法制

核物質防護とセキュリティ
核燃料サイクルと最終処分

サプライチェーン
技術基盤
人材供給システム

パブリックエンゲージメント
経済性と資金確保

大規模安定電源
石炭火力代替
局所電源（非電力網）
産業熱利用
地域熱供給
淡水化
水素と合成燃料製造
商船利用

軽水炉
高速炉
高温ガス炉
溶融塩炉
マイクロ炉

陸上立地
可搬型
モジュール型
海上立地

The NEA Small Modular Reactor Dashboard, OECD (2023)を参考にして作成

原子炉の概念

技術プッシュ 市場プル

原⼦⼒技術

（イノベーション）

実現の要件

（環境整備）

実⽤化市場

（エネルギー）
（⾮エネルギー）

政策
サイクル

基盤

事業環境



おわりに︓原⼦⼒政策の⽅向性とアクション
n 再稼働への関係者の総⼒の結集

n 運転期間の延⻑など既設原発の最⼤限活⽤

n 新たな安全メカニズムを組み込んだ次世代
⾰新炉の開発・建設

n 再処理・廃炉・最終処分のプロセス加速化

n サプライチェーンの維持・強化

n 国際的な共通課題の解決

n バックエンドプロセスの加速化 
n (a) 核燃料サイクルの推進
n (b) 円滑かつ着実な廃炉の推進
n (c) ⾼レベル放射性廃棄物の最終処分に向けた取
組の抜本強化

n 既設炉の最⼤限活⽤ 

n 次世代⾰新炉の開発・設置

n 持続的な活⽤への環境整備、サプライチェ
ーン・⼈材の維持・強化

n 国際的な共通課題の解決への貢献 

19
今後の原⼦⼒政策の⽅向性と⾏動指針（令和5
年4⽉28⽇ 原⼦⼒関係閣僚会議）

第7次エネルギー基本計画（案）
（令和6年12⽉ 経済産業省資源エネルギー庁）


